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いなべ市行政改革推進本部                 



1 

 

 

 (1) 趣 旨                                
 

  本市集中改革プランは、行政改革における改革の重点課題について、具体的な取り組みを

集中的に実施するため、可能な限り目標の数値化や具体的かつ市民にわかりやすい指標を用

いて策定し、市民サービスの向上や行政の効率化等を推進するものです。 

  その策定にあたっては、庁内の作業部会で具体的な取り組みについて検討し、市長はじめ

幹部職員で構成する行政改革推進本部において策定しました。 

  また、市民への説明責任を果たす観点から、毎年、本計画の進捗状況を公表します。 

 

 (2) 取 組 期 間 
 

 本計画の取組期間は、平成1７年度から平成2１年度までの５年間とします。 

 

 (3)  取 組 重 点 課 題                   
 

  本計画の取組重点課題は、以下のとおりです。なお、取組期間中における社会経済状況の

変化等により、取組項目の追加、取組年度の変更など、随時、本計画の見直しを行い実施し

ていくものとします。 

 ○事務事業の再編・整理、廃止・統合 

 ○民間委託等の推進 

 ○定員管理・給与の適正化 

 ○経費節減等の財政効果

１ 集中改革プランについて 
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（ ）書きの所管課は、平成１８年３月３１日以前の組織体制 

目   標   年   度 
取 組 事 項 所 管 課 取 組 内 容 

１７ １８ １９ ２０ ２１ 
効   果 

1 

補助金等の適正化 政 策 課 

（財政課） 

関 係 課 

団体等の主体的な運営を促進する観点

から、補助金等についての全体的な見

直しを行うとともに、受益者等の適正

な負担や経費節減努力などを要請す

る。 

検討 

実施 
Î Î Î Î 

公益性の確保 

補助金の削減 

2 

予算配分の効率化 政 策 課 

（財政課） 

部門毎に経常的経費の枠配分を行い、

事業部門の視点に立った効果的な予

算編成を推進する。 

調査 

研究 
Î 試行 実施  予算配分の平準化 

3 

事務事業の評価 
政 策 課 

（財政課） 

（企画課） 

事業の必要性、妥当性の検証を毎年度

実施することで、時節に応じた有効性

のある事業の展開をめざす。 

検討中 Î 試行 実施  事務事業の効率化 

4 

財政運営の効率化 
政 策 課 

（財政課） 

（企画課） 

総合計画（基本計画）に基づく実施計

画と予算編成を有機的に結合し、計画

的な財政運営を図る。 

 
調査 

研究 
試行 実施  事務事業の効率化 

5 

各種関係団体の再編 政 策 課 

関 係 課 

同種の団体の統合、再編を支援し、窓

口の一本化による事務の効率化、補助

金等の適正化をめざす。 

 検討 Î Î Î 
事務事業の効率化 

補助金等の適正化 

6 

統計調査員登録制度

の導入 

広報情報課 

（広聴広報課） 

地元自治会に依頼している調査員を登

録制にすることで、調査員の専門性の

向上をめざす。 

検討 Î 実施   
事務事業の専門性

の向上 

7 

情報化推進基本計画

の策定 

広報情報課 

（情報推進課） 

情報化推進基本計画に基づいたＩＣＴ

（情報通信技術）を推進し、行政経営

改革の展開をめざす。 

検討 実施    事務事業の効率化 

8 

統合型地理情報シス

テム（GIS）の活用 

広報情報課 

（情報推進課）

関 係 課 

地理情報の共有による事務事業の効

率化を図る。また、地理情報をイン

ターネット上で公開し、市民サービ

スの向上をめざす。 

試行 実施 Î Î Î 

事務事業の効率化 

市民サービスの向

上 

9 

コミュニティバスの

運行業務 

まちづくり課 

（企画課） 

市全域のバス施策の見直しと統合を検

討し、市民サービスの向上をめざす。 
検討 実施 Î Î Î 

市民サー ビスの

向上 

10 

まちづくり支援事業

の見直し 

まちづくり課 

（企画課） 

旧町単位で不統一であったまちづくり

補助を廃止し、新たに補助限度額を定

めた総合的な補助事業を実施する。 

検討 実施    
補助金の適正な執

行 

11 

窓口体制の強化 総合窓口課 

各庁舎総合窓口課を統括する部門を設

置し、庁舎間及び部局間調整力を強化

させ、窓口業務の充実を図る。 

検討 実施    

事務事業の効率化 

市民サービスの向

上 

12 

申請書類等の見直し 総合窓口課 

関 係 課 

申請書類等について、統合や押印省略

に向け見直しを行い、窓口手続きの簡

素化をめざす。 

検討 調査 実施   

市民サービスの向

上 

経費の節減 

13 

市民満足度調査の実

施 

総合窓口課 

関 係 課 

来庁者へのアンケート調査を実施し、

その調査結果を踏まえ、事務の改善に

反映させるとともに接遇の向上を図

る。 

実施 Î Î Î Î 
市民サービスの向

上 

14 

防災無線(移動系)の

統合 
総 務 課 

消防車両等の移動系無線を統合し、避

難所施設等も含めた防災無線施設の整

備を図り、防災体制の強化をめざす。 

検討 実施    事務事業の効率化 

２ 重 点 課 題 〔事務事業の再編・整理、廃止・統合〕 
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目   標   年   度 
取 組 事 項 所 管 課 取 組 内 容 

１７ １８ １９ ２０ ２１ 
効   果 

15 

公共施設の統廃合 管 財 課 

関 係 課 

施設の利用状況に応じて、取り壊しを

含め、施設の統廃合を検討し、施設の

効率的な運営をめざす。 
検討 

一部 

実施 
Î Î Î 

経費の節減 

事務事業の効率化 

16 

物品購入方法の見直

し 

管 財 課 

関 係 課 

管財課による単価契約を拡大し、需用

費の抑制を行う。 
検討 実施    経費の節減 

17 

工事等発注行為の見

直し（指名審査会） 
管 財 課 

工事等の発注行為に係る指名審査会付

託条件の見直しを行い、発注行為の迅

速化と指名審査会の効率化をめざす。 

検討 実施    事務事業の効率化 

18 

契約方法の見直し 管 財 課 

工事や業務委託等の契約については、

条件付一般競争入札の導入も含めて検

討し経費節減を図る。 

 検討 Î Î Î 経費の節減 

19 

遊休財産の有効活用 管 財 課 
遊休財産について、処分も含めて検討

し、有効活用を図る。 
 

検討 

実施 
Î Î Î 財産の有効活用 

20 

長期継続契約の拡充 管 財 課 

関 係 課 

機器等のリースについて、長期継続契

約ができる条例を整備し、事務の簡素

化をめざす。 

実施     事務の簡素化 

21 

各種保守管理業務等

の集約 

管 財 課 

関 係 課 

各種保守管理業務等の集約について検

討し、委託料の抑制と事務事業の効率

化をめざす。 

検討 

実施 
Î Î Î Î 

経費の節減 

事務事業 の効率

化 

22 

公文書管理の推進 法 務 課 

ファイリング方式の紙文書と電子文書

の一元的管理システムの導入について

検討し、文書管理の効率化をめざす。 

 
調査 

研究 

実施 

判断 
  事務事業の効率化 

23 

組織の再編成 職 員 課 
組織の見直しを図り、効率的な行政運

営を図る。 
検討 実施    

市民サービスの向

上 

事務事業の効率化 

24 

税口座振替時の領収

書の廃止 
納 税 課 

口座振替による市税の領収書を廃止

し、請求者のみに納付額明細書を発行

することで経費の節減を図る。 

検討 実施    
事務の簡素化 

経費の節減 

25 

税徴収率の向上 納 税 課 
三重県地方税管理回収機構と連携し、

税の徴収率の向上をめざす。 
実施 Î Î Î Î 公平性の確保 

26 

市民税確定申告事務

の見直し 

課 税 課 

（市民税課） 

確定申告の受付事務を自書申告及びパ

ソコンを利用した指導方式を導入し、

申告時の待合時間の短縮を図り市民の

利便性の向上を図る。 

実施     
市民サービスの向

上 

27 

給与支払報告書整理

事務の見直し 

課 税 課 

（市民税課） 

給与支払報告書整理システムを導入し

事務の効率化を図る。 
実施     事務事業の効率化 

 28 

国保料口座振替時の

領収書の廃止 
保険年金課 

口座振替による国民健康保険料の領収

書を廃止し、請求者のみに領収済証明

書を発行することで経費の節減を図

る。 

検討 実施    
事務事業の効率化

経費の節減 

29 

ごみ収集等事業の統

一 

生活環境課 

 

ごみの分別方法を統一し、リサイクル

の推進を図り施設の延命化及び業務の

効率化をめざす。 

検討 Î 実施   事務事業の効率化 

30 

ごみ資源化助成金の

見直し 
生活環境課 

古紙類、古布類、缶類、ビンなどを対

象としたごみ資源化の助成金の見直し

を行い、補助金等の適正化をめざす。 

検討 Î 実施   
補助金等 の適正

化 
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目   標   年   度 
取 組 事 項 所 管 課 取 組 内 容 

１７ １８ １９ ２０ ２１ 
効   果 

31 

保育所運営の見直し こども家庭課 

施設の老朽化、少子化をふまえ、幼保

一元化、統合配置等を検討し、保育所

運営の効率化をめざす。 

検討 Î 実施 Î Î 
施設等管 理の効

率化 

32 

保育料口座振替時の

領収書の廃止 
こども家庭課 

口座振替による保育料の領収書を廃止

し、請求者のみに領収証明書を発行す

ることで経費の節減を図る。 

検討 実施    
事務の簡素化 

経費の節減 

33 

基本健康診査の見直

し 

健康推進課 

（保健衛生課） 

受診者の自己負担金の見直しを行い、

受益者負担の適正化をめざすとともに

受診後のフォローを充実させ市民サー

ビスの向上を図る。 

検討 実施    

市民サー ビスの

向上 

負担金の適正化 

34 

ＢＣＧ予防接種事業

の見直し 

健康推進課 

（保健衛生課） 

個別接種について検討し、受診機会の

拡大による市民サービスの向上をめざ

す。 

検討 実施    
市民サー ビスの

向上 

35 

介護保険料口座振替

時の領収書の廃止 

長寿介護課 

（介護保険課） 

口座振替による介護保険料の領収書を

廃止し、請求者のみに領収証明書を発

行することで経費の節減を図る。 

検討 実施    
事務の簡素化 

経費の節減 

36 

街路灯の発注方法 

（修繕） 

建 設 課 

（維持課） 

迅速な対応が必要な修繕工事につい

て、単価契約を導入し事務の効率化を

めざす。 

検討 実施    
事務事業 の効率

化 

37 

水道異動届の見直し 水道総務課 

（水道業務課） 

水道異動届について、押印省略に向け

見直しを行い、手続きの簡素化をめざ

す。 

検討 Î 
実施 

判断 
  

事務事業 の効率

化 

市民サー ビスの

向上 

38 

水道料金等徴収率の向

上 

水道総務課 

（水道業務課） 

下水道課 

（下水道業務課） 

滞納者に対する給水停止等の実施につ

いて検討し、受益者の公平性を確保す

るとともに徴収率の向上をめざす。 

検討 
検討 

実施 
   公平性の確保 

39 

学校関係予算執行事

務の見直し 
学校教育課 

小中学校事務の共同実施に併せて、予

算執行も共同実施し、事務の効率化を

めざす。 

検討 実施    
事務事業 の効率

化 

40 

公共施設等の予約シ

ステムの導入 

生涯学習課 

（ｽﾎﾟｰﾂ振興課） 

体育施設や社会教育施設等の予約シス

テムの導入について検討し、市民サー

ビスの向上をめざす。 
検討 Î Î Î 実施 

市民サー ビスの

向上 

41 

図書システムの導入 生涯学習課 

図書館の蔵書の検索・予約システムの

導入について検討し、市民サービスの

向上をめざす。 

検討 実施    
市民サー ビスの

向上 

42 

公共料金等の見直し 関 係 課 

収支バランスを考慮した抜本的な見直

しにより、受益と負担の適正化を図

る。 

 検討 Î Î Î 負担等の適正化 
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 これまで、保育所運営や学校給食センターの調理等を民間委託してきましたが、今後も、

次のような基準で、指定管理者制度の導入や民営化も含め施設等の管理の効率化と経費削

減に努めます。 

 ① 公共性が確保できること。 

 ② 住民サービス水準が確保できること。 

 ③ 経済性が期待できるものであること。 

 ④ 安定的に供給できること。 

  

目   標   年   度 
取 組 事 項 所 管 課 取 組 内 容 

１７ １８ １９ ２０ ２１ 

1 

指定管理者制度の導入 

政 策 課 

関 係 課 

指定管理者制度の導入について検討

し、施設等管理の効率化をめざす。 
検討 

検討 

実施 
Î Î Î 

2 

ＰＦＩ方式の導入 

政 策 課 

関 係 課 

民間資金等の活用による公共施設等の

整備等（ＰＦＩ方式）の導入について

検討し、施設等管理の効率化をめざ

す。 

調査 

研究 
Î 検討 Î Î 

 3 

保育所の民営化 
こども家庭課 

保育所の民営化について、保護者及び

地域住民のニーズを踏まえ検討し、施

設等管理の効率化をめざす。 

検討 
検討 

実施 
Î Î Î 

 4 

青川峡ｷｬﾝﾋﾟﾝｸﾞﾊﾟｰｸ運営

管理 

農林商工課 

（商工観光課） 

指定管理者制度の導入について検討

し、施設等管理の効率化をめざす。 
検討 実施    

 5 

農業公園管理業務の委託 
農村整備課 

植樹、肥培管理の民間委託について検

討し、施設等管理の効率化をめざす。 
実施     

 6 

文化事業の委託 
生涯学習課 

事業を文化関係団体に委託し、事業の

効率化をめざす。 

検討 

実施 
Î Î Î Î 

 7 

 文化施設の運営管理 
生涯学習課 

指定管理者制度の導入について検討

し、施設等管理の効率化をめざす。 
検討 Î Î Î Î 

 8 

 スポーツ施設の運営管理 
生涯学習課 

（スポーツ振興課） 

指定管理者制度の導入について検討

し、施設等管理の効率化をめざす。 
検討 Î Î Î Î 

 9 

 藤原町観光駐車場の運営

管理 

農林商工課 

（商工観光課） 

指定管理者制度の導入について検討

し、施設等管理の効率化をめざす。 
検討 Î Î Î Î 

10 

 北勢斎場予約業務 
生活環境課 

民間委託について検討し、業務の効率

化をめざす。 
検討 Î Î Î Î 

 

３ 重 点 課 題 〔民間委託等の推進〕 
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定員管理、給与等の適正化等に関する取組事項は、次のとおりです。 

⑴ 定員管理の適正化 

 いなべ市総合計画の施策課題や地方分権改革、進展する少子高齢化等に的確かつ弾力

的に対応できるよう、定員適正化計画を策定し、計画的に定員管理の取り組みを進めま

す。 

 推進にあたっては、施策、事務事業の選択集中、組織機構改革による部課の統合、保

育所の統廃合および民営化、事務事業の民間委託等により、定員の抑制を図るとともに、

今後の社会経済情勢の変化にも対応が可能な計画とします。 

新規職員の採用は、長期的な世代間の平準化を考慮し、計画的に職員の採用を行い、

総務省職員モデル、類似団体職員状況との比較分析により、５年間の職員の削減目標を

２５人（５．５％）として取り組みを推進します。 
 

【参考】職員数の削減目標（各年度４月１日） 

年  度 職員数（人） 削減数（人） 

平成17年度 453  

平成18年度 451 2 

平成19年度 449 2 

平成20年度 444 5 

平成21年度 434 10 

平成22年度 428 6 

削減数合計  25（5.5％） 

※削減数は、各年度職員数と前年度４月１日現在の職員数を比較したものです。  
 

⑵ 給与の適正化 

 国家公務員の給与構造改革を踏まえ、年功型給与体系から勤務実績や職務と職責に応

じた給与体系への転換を図ることによって、市民の理解を得るとともに、職員のやる気

や働き甲斐を引き出す給与制度の構築を進めます。 
 

⑶ 新しい人事制度の構築 

 ①「いなべ市人材育成基本方針」の策定、推進 

いなべ市職員として求められる能力や職員像を明らかにし、人事管理・職場運営・

研修を総合的に連携させることによって「活力ある組織」と「いきいきとした職員」

づくりを目指し、方針を定め、計画的な人材育成を推進します。 

 ②人事管理制度の構築 

人材育成を効果的・効率的に推進するために、「採用・配置」「人事評価」「給与」「能

力開発」といった人事管理の中心的な制度を含む総合的なシステムの構築を進めます。

４ 重 点 課 題 〔定員管理・給与等の適正化〕 
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経費節減等のための歳入・歳出関係の取組項目は次のとおりです。 

 
 ⑴ 歳入関係の取組項目 
 

 № 取 組 内 容 平成17年度から21年度までの取組目標及び施策の内容 

 １ 
市税・国保料・介護保険料等

の徴収対策 

滞納者に対し、きめ細かな滞納整理等の業務を進め、
一層の徴収率向上に努めます。 

 

 市  税 国 保 料 介護保険料 

目標徴収率 96.7％ 
（99.1％） 

89.6％ 
（95.5％） 

96.6％ 
（99.0％） 

 （ ）書きは、現年度分 

 

 ２ 使用料・手数料等の見直し 

受益者負担の原則により、継続的に使用料、手数料の
見直しを行います。 

  
【主な内容】 
 ・スポーツ施設使用料（平成17年度） 
 ・農業公園入場料（平成18年度予定） 
 ・基本健康診査の受診者負担金（平成18年度予定） 
 ・生涯学習施設使用料（平成19年度予定） 

 
 
 ⑵ 歳出関係の取組項目 
 

 № 取 組 内 容 平成17年度から21年度までの取組目標及び施策の内容 

１  人件費削減 
職員数削減                  ２５人 

効果見込み          約１億５，０００万円 

２ 旅費の見直し 
出張旅費日当の運用の見直しを行います。 

約２，４００万円 

３  補助金等の適正化 全補助金について見直し基準により見直しを行います。 

４ 経費削減等 領収済通知書廃止に伴う削減額   約２，９００万円 

 

５ 重 点 課 題 〔経費節減等の財政効果〕 


